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静
岡
県
第
４
次
地
震
被
害
想
定

第
２
次
報
告
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　

静
岡
県
第
４
次
地
震
被
害
想
定
で
は
、
発
生
頻

度
が
比
較
的
高
く
、
発
生
す
れ
ば
大
き
な
被
害
を

も
た
ら
す「
レ
ベ
ル
１
の
地
震
・
津
波
」と
、
発

生
頻
度
は
極
め
て
低
い
も
の
の
、
発
生
す
れ
ば
甚

大
な
被
害
を
も
た
ら
す「
レ
ベ
ル
２
の
地
震
・
津
波

（
あ
ら
ゆ
る
可
能
性
を
考
慮
し
た
最
大
ク
ラ
ス
の

地
震
・
津
波
）」の
２
つ
の
レ
ベ
ル
の
地
震
・
津
波

が
想
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

第
１
次
報
告（「
広
報
ふ
く
ろ
い
」平
成
25
年
８

月
１
日
号
に
詳
細
を
掲
載
）で
は
、
震
度
分
布
や

人
的
被
害
、
建
物
被
害
な
ど
の
被
害
想
定
が
発
表

さ
れ
ま
し
た
が
、
今
回
発
表
さ
れ
た
第
２
次
報
告

で
は
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
被
害
や
避
難
者
数
、
不

足
す
る
物
資
の
量
な
ど
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、「
レ
ベ
ル
２
の
地
震
・
津
波
」が
発
生

し
た
場
合
の
被
害
想
定
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま

す
。
こ
の
被
害
想
定
か
ら
、
自
分
た
ち
の
地
域
の

被
害
の
特
性
を
知
り
、
被
害
を
減
ら
す
た
め
に
ど

ん
な
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
改
め
て
考
え
て
み
ま

し
ょ
う
。

発
表
さ
れ
た
被
害
想
定
と
、
今
後
取
り
組
む
べ
き

対
策
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す

防
災
課
防
災
対
策
係  
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防
災
課
防
災
計
画
係  

☎
４
４

−

３
３
６
０

第2次報告におけるライフライン などの被害想定
❶上水道（給水人口：約84,000人）

発災直後 1日後 1週間後 1か月後

断水率 100% 95% 68% 14%

断水人口 約84,000人 約80,000人 約57,000人 約12,000人

【解説】
❶上水道…発災直後は市内全域で断水
しますが、1か月後には86%まで復
旧が進むと想定されています。

❷下水道…発災直後は、非常用電源に
より下水道処理施設は稼働を継続し
ますが、1日後には発電機の停止に
より、機能支障率が85%まで増大
すると予想されます。また、1か月
後には95%まで復旧が進むと想定
されています。

❸電力…発災直後は市内全域で停電、
1週間後には市内96%まで復旧が進
むと想定されています。

❹固定電話…発災直後は市内の大部分
で不通となり、1週間後には91%の
回線が復旧、全面復旧には1か月程
度を要すると想定されています。

❺携帯電話…発災直後は、基地局の非
常用電源の稼働により停電の影響は
少ないものの、1日後には発電機の
停止により市内の随所で携帯電話に
よる通信が困難になると想定されて
います。

❻都市ガス…発災直後は、全世帯で供
給が停止すると想定されています。

❼LPガス…安全にガスを使用するた
めに、LPガス利用世帯の72%で専
門業者の点検が必要になると想定さ
れています。

❷下水道（処理人口：約33,000人）
発災直後 1日後 1週間後 1か月後

機能支障率 24% 85% 20% 5%

機能支障人口 約7,800人 約28,000人 約6,700人 約1,800人

（処理人口は、下水道への接続世帯の合計人口）

❸電力（需要家数：約47,000軒）
発災直後 1日後 4日後 1週間後

停電率 89% 80% 6% 4%

停電軒数 約42,000軒 約38,000軒 約2,700軒 約1,900軒

❹固定電話（回線数：約15,000回線）
発災直後 1日後 1週間後 1か月後

不通回線率 90% 83% 9% 0%

不通回線数 約13,000 約12,000 約1,300 0

❺携帯電話
発災直後 1日後 4日後 1週間後

停波基地局率 11% 83% 13% 9%

※稼働が停止した基地局周辺では、携帯電話による通
信ができなくなります。

❻都市ガス（需要戸数：約2,800戸）
供給停止率（発災直後） 供給停止戸数（発災直後）

100% 約2,800戸

❼LPガス（需要家数：約26,000戸）
機能支障率（発災直後） 要点検需要家数（発災直後）

72% 約19,000戸
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こ
れ
だ
け
は
備
え
て
お
こ
う
！

「
１
週
間
分
以
上
の

食
料
・
飲
料
水
・
非
常
持
出
品
の
準
備
」

　

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
で
は
、
地
震
・
津
波
に

よ
り
超
広
域
に
わ
た
る
被
害
が
発
生
す
る
こ
と
を

想
定
し
て
い
ま
す
。

　

超
広
域
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
は
、
水
道
・

電
気
・
ガ
ス
な
ど
の
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
遮
断
や
発

災
直
後
に
お
け
る
行
政
支
援
の
困
難
性
、
ま
た
近

隣
県
も
同
様
に
被
災
す
る
と
い
っ
た
最
悪
な
状
況

に
な
る
こ
と
が
十
分
に
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
当
然
、
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
や
コ
ン

ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
な
ど
の
機
能
の
停
止
も
考
え

ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ま
で
目
安
と
さ
れ
て
い

た「
３
日
分
」の
水
や
食
料
な
ど
の
備
蓄
を
、
今
後

は「
１
週
間
分
以
上
」確
保
す
る
こ
と
が
必
要
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
当
面
の
間
、
個
人
個
人
が
自
活
し

て
生
活
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
食
料
・
飲
料

水
・
非
常
持
出
品
を
備
え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

避
難
時
の
非
常
持
ち
出
し
、
こ
こ
が
ポ
イ
ン
ト
！

◉
食
料
や
飲
料
水
は
、
持
ち
出
せ
る
形（
調
理
不

要
の
形
）で
３
日
分
、
そ
の
後
に
取
り
に
戻
る

分
と
し
て
最
低
４
日
分
を
備
蓄
。

◉
家
族
に
赤
ち
ゃ
ん
や
介
護
が
必
要
な
方
が
い
る

場
合
な
ど
、
自
分
の
家
族
に
必
要
な
も
の
を
準

備
。

◉
す
ぐ
に
避
難
で
き
る
よ
う
に
、
身
近
な
と
こ
ろ

に
懐
中
電
灯
・
ラ
ジ
オ
・
携
帯
電
話
・
靴
な
ど

を
準
備
。

◉
東
日
本
大
震
災
で
は
、
携
帯
電
話
の
充
電
器
や

お
く
す
り
手
帳
の
コ
ピ
ー
な
ど
が
役
立
っ
た
と

い
い
ま
す
。

◇
今
一
度
、
家
族
に
と
っ
て
必
要
な
も
の
を
考

え
、
備
蓄
の
方
法
や
量
な
ど
、
様
々
な
観
点
か

ら
備
え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

第2次報告におけるライフライン などの被害想定
【解説】
❽避難者…避難者は、市指定の避難所
と避難所外（※1）に避難することと
なります。発災直後は避難を必要と
しなかった世帯についても、ライフ
ラインの遮断が長引くことで指定避
難所や知人・親戚宅などへ移動・避
難することが考えられるため、避難
者の数は発災1週間後が最も多くな
ると想定されています。

❾避難所収容能力…市指定避難所への
避難者数だけを考慮した場合は収容
スペースに余裕がありますが、避難
所外への避難者が市指定避難所に移
動・避難した場合は、避難所収容能
力が大幅に不足することが考えられ
ます。

❾物資などの不足量…非常用給水タン
クや耐震性貯水槽の利用により、飲
料水は確保できるものと想定されて
います。しかし、発災直後は非常用
物資が市内全域に十分に行き渡らな
いことが考えられます。常日ごろか
ら、各家庭で1週間分以上の飲料水
や食料の備蓄、非常用持出品の用意
を心掛けましょう。

❾応急仮設住宅などの需要…応急仮設
住宅の需要は、市内で約5,400世帯
に上ると想定されていて、すべての
需要に対応するためには約2,100世
帯分の仮設住宅の建設や、約3,300
世帯分の借り上げ型応急住宅・公営
住宅の一時使用が必要になると想定
されています。

❽避難者
避難者数 うち市指定避難所 うち避難所外（※）

1日後 43,703人 26,240人 17,463人

1週間後 50,579人 25,354人 25,225人

1か月後 48,610人 14,583人 34,027人

（※1）「避難所外」の避難者とは、知人や親戚宅への避難、テント生活などの屋外避
難、借家やアパート借り上げによる避難など、市指定の避難所以外へ避難する避難
者を指します。

❾避難所収容能力（30,216人（平成25年4月1日現在））
1日後 1週間後 1か月後

避難所収容能力　－
避難所への避難者数 3,976人 4,862人 15,633人

避難所収容能力　－
避難所外避難者を含む避難者数 ▲13,487人 ▲20,363人 ▲18,394人

●物資などの不足量（市の備蓄のみで対応した場合）

区分
市民のみを対象とした場合 観光・出張者分も含めた場合

1～3日目の計 4～7日目の計 1～3日目の計

給水 不足なし 不足なし 不足なし

食料 239,598食 370,788食 290,256食

毛布 35,569枚 46,826枚

仮設トイレ 220基

❶応急仮設住宅などの需要（発災後1か月～2年間）
応急仮設住宅 借り上げ型応急住宅（※2） 公営住宅の一部使用

2,105世帯 2,976世帯 296世帯

（※2）「借り上げ型応急住宅」とは、既存の民間賃貸住宅の空き家を県が借り上げ、被
災者に提供する住宅を指します。

各家庭での取り組みで被害軽減！
◇第4次地震被害想定で示されたような被害は、住宅の耐震化や家具等の固
定、備蓄品の準備など、各家庭で防災対策を実施・強化することで大幅に
軽減することができます。

◇対策といっても、これまでに取り組んできた、または考えられてきたこ
とが大きく変わるわけではありません。1人ひとりが確実に対策を実施し
て、自分の身を守る（自助）とともに、地域の皆さんと協力し合う（共助）こ
とで、地域全体の被害の軽減につなげましょう！
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